

































































を採用している国際的な上場企業の中で，代表的な 2 つ企業（HUAWEI と SoftBank）のケース
を取り上げ，包括利益に関する情報開示の実態を分析した。その中で，HUAWEI という国際企
業にとって重要と考えられる基準として，IFRS 第 9 号「金融商品」を取り上げ分析した。
最後に，第 5 章では，中国基準と IFRS 間との包括利益に関する会計基準の差異を分析し，そ
して今後の課題を議論している。
中国における包括利益に関する基準は IASB の会計基準への統一化を図ってきたが，依然とし
て，中国会計基準と国際会計基準の間にいくつかの相違点が存在することを本論文では明らかに
している。中国では半分以上の上場企業が IFRS を採用しているが，その大部分の企業は海外に
事業を展開している国際企業である。
本テーマに関して，結論として指摘した点は，今後の中国会計基準改革は，包括利益の特定の
項目にさらに焦点を当て改革を進めていくべきであるという点である。すなわち，包括利益及び
その他包括利益（OCI）会計項目を改善し，会計処理範囲及びリサイクルの方法を明確にすべき
であるという点である。この点を明確に打ち出した点に本論文の意義がある。分散された OCI
の認識，測定と開示を体系的に統合し，OCI と包括利益の認識，測定及び開示に関連して，現
実の会計実務に着目しつつ会計基準を継続的に改善する必要がある。さらに，包括利益開示基準
を改善することによって，企業の財政状態の透明性を高め，より健全なシステムに高めていくこ
と，またそれと同時に企業会計専門家のスキルを向上・強化していくことがますます重要と考え
られる。
